
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度 事 業 報 告 書

特 定 非 営 利 活 動 法 人 あ ゆ み の 家

1 事業の成果
在宅で過ごす重度の障害者の自立に向けた生活訓練事業 (家族以外の介護者との食事や排泄、入浴宿

泊訓練)や、緊急一時保護事業 0介護者支援を目的とする一時保護事業を実施した。

今年度は6月 、9月 、令和 7年 1月 から2月 にかけコロナウイルスやインフルエンザなどの感染症の影

響を受け、要望のあつた入浴訓練や生活訓練を数回中止した。利用者も保護者も歳を重ね、体調の不良

や怪我をするなど生活にも変化が出てきている。外出や病院などへの付き添いの出張利用が多くなっ

た。今年度も大型パスを利用した日帰り旅行をお父さん方の協力とパートさん4人の努力で実施するこ

とができた。介護者支援を目的とする一時保護事業の利用は少なかった。介護研修の料理教室や介護者

のための介護体操は楽しみにしている参加者が多く予定通り実施できた。会報「ビリープ」は年 6回発

行した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

(事業費の総費用 【  2,333 】千円)

(2)その他の事業
事業費の総費用 【 0】 千円)

定款に記載
さ れ た
事 業 名

事 業 内 容 日 時 場 所 従事者人数
受 益
対象者
鐘i囲

受 益

対象者
人 数

事業費

(千円)

肢体不自由児
(者 )に対する生
活訓練に関する
事業

食事・入浴・宿泊

介護
年 113回

当法人事

務 所 他
砥ぺ 586 人

介饉の必要

な障害者
延 313人 1,774

肢体不自由児
(者)に対する緊
急一時保護事業

介護する家族が緊急

時の場合の食事・入

浴・宿泊介護

介護する家族のレス

パイトによる食事 。

入浴・宿泊介護

年 16回
当法人事

務 所 他
延べ 35 人

介護の必要

な障害者
延 16 人 248

介護者支援を目
的とする肢体不
自由児 (者)一時
保護事業

年 10回
当法人事

務   所
廷べ 24 人

介護の必要

な障害者
延 10 人 75

介護方法・介護
食調理方法など
に関する研修事
業 (他 )

介護教室及び介護

者の為の料理教室

(他 )

年 24回
当法人事

務 所 他

1人 X12回

3人 X12回

介護者及び

ポランテイ

ア

延 217人 144

会報及び記念誌
の発行

会報の発行他 年 6回 事務局 2人 ×6回
利用者 。一

般
延 120人 91

載
た
名

記に
れ
業

歌定
さ
事

事 業 内 容 日 時 場 所
者
数
事従
人

事 業 費

(千円)

該当ありません



書式第 13号 (法第 28条関係)

【B】 経 常 費 用

2 ●■費

(2)その他経費
消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

令和 6 年度 活動計算書

事 業 報 告 用

(その他事業がない場合)

特定非営利活動法人 あゆみの家

小計・合計目科 金  額

68,400
ｎ

Ｖ

側■00

1,449,312

1沖職お12

3,222,000

32221000

487,000

487,000

140,11
918

139,993

5,3671623経 常 収 益 計

【A】 経 常 収 益

ｎ

Ｖ

1,774,400

248,450

75,325

144,000

91,538

2,333,713

2.338:713

(2)その他経費
会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

肢体不自由児に対する事業費

緊急一時保護に関する事業

介饉者支援を目的とする一時保護事業

介霞方法 。介餞食口理に関する研修事業

会報及び記念誌の発行

1 事彙腱
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

ｎ

ｖ(1)人件費
役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

195,320

1

●

受取補助金

4

□

正会員受取会費

費助会員受取会費

受取寄附金

施設等受入評価益

肢体不自由児に対する事業収益

事業収益

受取利息

雑収入

,■■,7●0



減価償却費

保険料

会餞費

修繕費

雑費

常 用 計

0

162,970

36,504

300,000

98,871

a332,720

4,666,442

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【日】 ・ … ① 701,181

ｎ

Ｖ

【C

経 常 外 収 益 計

０
）

ｎ
ｖ

Ａ
Ｕ

ｎ

Ｖ

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計
ｎ

ｖ当 期 経 常 外 増 口 ■ 【C】 ―【D】 ・… ②

701,181

1,091,943

1,793,124

税 引 前 当 期 正 味 財 農 増 減 額 ①+〇 ・… O

次 期 繰 鶴 工 味 財 産 ■ O―④+O

過年度損益修正益

び事業税 ・・・④ ・

   I~



書式第 15号 (法第 28条関係)

【B-1】 負 債 の 部

令和 6 年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 あゆみの家

科 目 金  額 小計・合計

ｎ
ｖ
　

＾
ｕ

一
●
６
●
７
，

４

．

つ
“
１
ム

lF83,124

ｎ
ｖ
　

ハ
ｕ

ｎ
ｖ
　

Ａ
ｕ

10,000

10,000

【A】 資 産 の 部

1,793,124【A】 資 産 合 計 ①+②

ｎ
ｖ
　

Ａ
ｕ

1■鵬彙彙

0

未払金

預り金

0

ｎ
υ
　

＾
ｕ

長期借入金

退職給付引当金

ｎ
ｕ

2 日定彙債

口壼轟颯合計 口・・0

1 臓鋤壼
=

現金預金

未収金

棚卸資産

2

(1)有静固定費産

車両運搬具

什器備品

囮■園亜亜王□

ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産

敷金

長期貸付金

保証金



債 合 計 ③+④

前期繰越正味財産額

味 財 産 合 計

当期正味財産増減額

1,091,943

701,181

【B-2】 正 味 財 産 の 部

1,793,124

1,793,124【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



28

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法 該当なし

(3)引 当金の計上基準

.退職給付引当金

該当なし

引当金 該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理 税込み方式

2.事 業別損益の状況

令和 6 年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 あゆみの家

1

合計
事 業
事業部門計 管理部門肢体不自由児

事業 事 業 事業
科 目

68,400

1,449,312

3,222,000

487,000

140,911

5,367,623

ｎ
ｖ

2,333,7131

40,466

190,073

108,525

11200,000

195,320

0

162,970

36,504

300,000
98,871

2,332,729

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4,事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
①事業費

Cその他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費

減価償却費
保険料
会議費
修繕費
雑費
その他経費計

4,666,442経常費用計



4

当期経常増減額 701,

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳 該当なし

使途等が制約された寄附金等の内訳               該当なし

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳 該当なし

6.借 入金の増減内訳 該当なし

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

７

・

金額内容 算定方法

期首残高 当期減少額 備考内容 当期増加額 期末残高

合 計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合 計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

書 )

該当なし



(貸借対照表 )

貸借対照表計

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにする
ために必要な事項

事業費と管理費の按分方法                   該当なし

その他の事業に係る資産の状況 該当なし



書式第 17号 (法第28条関係)

【B-1】 負 債 の 部

令和 6 年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 あゆみの家

科 目 金  額 小  計 合  計

116,667

1,666,457

1!783,124

ｎ
Ｖ

＾
Ｕ

ｎ
Ｖ

Ａ
υ

ｎ

ｖ

1.7331124

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

10=000

101000

ｎ

Ｖ

10:0呻

【A】 資 産 の 部

1,793,124【A】 責 産 合 計 ①+②

ｎ
Ｖ

Ａ
ｕ

ハ
υ

ｎ

ｖ

未払金

O

月分給与

月分社会保険料

預り金

源泉徴収税

コ
==コ

1

現金預金

手元現金

りそな銀行河辺支店普通預金

未収金

事業未収金

事業未収金

棚卸資産

販売用寄附物品

●

一

(1)有静■定資壼
車両運搬具

事業用車両

什器備品

パソコン

(2)

ソフトウェア

オペレーションシステム

丈書編集ソフト

借地権

OO市事業所

(3)投資その他の資慶
敷金

事業所

ガス会社保証金

長期貸付金

銀行

・２



長期借入金

銀行借入金

退職給付引当金

職員

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

【B-1】 負 債 合 計 0+④
ｎ

ｖ

【B… 2】 正 味 財 産 合 針 【A】 ― 【B-1】 1,793,124



18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6

令和  6 年  4

年度年間役員名簿

月  1  日 から

〈前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びに

これらの者についての前事業年度における組日の有嬌書颯●した名簿)

令和  7 年 3 月 31 日まで   1/2

特定非営利活動 人 あゆみの家

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

日 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧
役 名

どちらかにO

(フ リガナ)

氏  名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみ記入)

ノ
申
ヽア   ヽ

《:ソ
・監事

オネ キヨミ

尾根 清美

6年 4月 1日

7年 3月 31日

仰 年

年

月 日

日月

り

●

〆
~ヽ

こソ監事
カミヤマ タミコ

神山 民子

6年 4月 1日

7年 3月 31日

仰  年  月  日

年 月 日

●
Ｊ 監事

タナガワ サエコ

棚川 冴子

6年 4月 1日

7年 3月 31日

仰  年  月  日

年  月  日

４

ム

〆
~ヽ

運|プ監事
アライ ナホコ

新井奈穂子

6年 4月 1日

7年 3月 31日

悧  年  月  日

年 月 日

Ｅ
υ

′
~ヽ

cノ監事
スギヤマ ミワ

杉山 美和

6年 4月 1日

7年 3月 31日

悧  年  月 日

日年 月

′
０ 監事

サイトウ ヨシエ

齊藤 義江

6年 4月 1日

7年 3月 31日

悧 年

年

月

月

日

日

監事

キザキ ソノコ

木崎 園子

鋼 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

悧  年 月

月

日

日年

０
０

/~ヽ

cプ監事
アキヤマ トミコ

秋山とみ子

悧 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

悧  年  月  日

年 月 日

Ｑ

υ
監事

サカモト マユミ

坂本真由美

悧 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

仰  年  月  日

～  年  月  日

＾
１
０

ヘ

Cノ
・監事

アベ ヒサヨ

阿部 久代

仰 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

悧 年

年

月 日

日月



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 6

令和 6 年 4

年度年間役員名簿

月  1  日 から

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又|ま層所菫びに
これらの者についての前事業年度における●日の有麟を■●した名簿)

令和  7 年 3 月 31 日まで   2/2

特定非営利活動法人 あゆみの家

確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

日 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧
役 名

どちらかにO

(フ リガナ)

氏  名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみ記入)

監事

ミノヤマ セツコ

美濃山節子

悧 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

悧  年  月 日

日年 月

つ

４ 理事

ノムラ マサヨ

野村 正代

悧 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

悧  年  月  日

年 月 日

う
０

/~ヽ
理事でッ

カワグチ キミエ

川口 君江

悧 6年 4月 1日

悧 7年 3月 31日

悧 年

年

月   日

月 日

ａ

■
理事・監事

悧  年  月  日

悧  年  月  日

悧 年

年

月

月

日

日

Ｅ
υ 理事 。監事

悧

悧

年  月 日

日年 月

悧  年  月  日

年 月 日

′
０ 理事 。監事

悧

悧

年  月  日

年  月  日

悧 年

年

月   日

月   日

理事・監事

悧

悧

年 月

月

日

日年

悧 年

年

月

月

日

日

０
０ 理事・監事

悧

悧

年  月 日

日年 月

悧  年  月 日

日年 月

Ｏ

υ
理事 。監事

悧  年  月  日

悧  年  月  日

悧  年  月  日

年 月 日

ｎ

〉
理事・監事

悧  年  月  日

悧  年  月  日

悧 年

年

月

月

日

日



設立・事業報告用

書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 あゆみの家

氏   名

1 棚 り|1  冴 子

2 神 山  民 子

3 尾 根  清 美

4 新 井 奈 穂 子

5 杉 山  美 和

6 齊 藤  義 江

7 木 崎  園 子

8 秋 山 と み 子

9 坂 本 真 由 美

10 野 村  正 代

11 川 口  君 江

12 表   君  子




